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日本でも採用する企業が急増
2015年中に100社以上に
　国際会計基準を採用する日本企業
は、採用が任意となった2010年にはわ
ずか3社に留まったが、2013年末には
25社に増大した。そして、2015年2月
の時点で85社になり、年内には100社
を超える見込みだ。
　適用企業は、総合商社、流通、IT、
製造業まで多岐にわたる。いずれも世
界展開を実施する企業ばかりである。
　採用企業の背景には、企業買収の際
に買収額から資産価値を差し引いた
「のれん代」を、企業価値が下がった
時だけ減損すれば良く、海外関係会社
と同じ国際会計基準にすることで経営
管理しやすくなるなど、企業側のメ
リットがある。また、海外投資家の日
本株保有が3割を超える現在、投資家か
らの国際会計基準導入を求める声を無視
できなかったところが影響している。
金融庁でも、IASCの基準策定での発言
権を高めるために、この参加を促進し
たいという狙いがあるようだ。
参考資料：『国際会計基準をめぐる最近の対応』
（金融庁）

　世界進出のための第一歩となる「国
際会計基準」について解説しよう。

ヨーロッパ諸国をはじめ
多くの国で採用される会計基準
　企業が財務諸表をつくる際のルー
ルを会計基準という。国際会計基準
（IFRS）は、国際会計基準委員会
（IASC）によって設定された会計基
準である。
　日本では、2010年から国内基準、米
国会計基準、国際会計基準の三つから
任意で選ぶことができるようになった
が、上場企業の9割は現在でも国内基
準を採用している。また、アメリカと
の関係が深い企業では、米国会計基準
を採用している。しかし、世界的に見
れば少数派であり、EUではヨーロッパ
の上場企業すべてに、連結財務諸表を
国際会計基準にすることを義務付けて
いる。日本やアメリカは、独自の会計
基準と国際会計基準との差を縮めるこ
とで、評価を同等に保ってきた。しか
し、日本企業によるM&Aなど、経済
のグローバル化が進められる中、近年
は採用する企業も増えてきた。

ビジネス3分間講座 国際会計基準（IFRS）
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